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書評
津田真激著 『年功的労使関係論』
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大河内一男氏の「出稼型労働論」が，華々しい脚光を浴びて学界に登場したのは，昭和
、29,30年ごろのことである。「出稼型労働論」を要約的にいえば， 日本の賃労働は，農村
過剰人口の背後にある農民層分解の日本的特質に規定され，労働市場は横断的に形成され
ず，所与の労働市場を基盤とする労働組合も「企業別組合」なる日本型となる，とするも
のである。学界において「出稼型労働論」をめぐって多くの論議が展開され，その後，実
証的研究，国際比較研究もすすめられた。われわれは，今日，日本の賃労働について，き
わめて多くの研究蓄積をもつことになったのである。
この十年余の経過の中に，賃労働の範疇でよばれたものが，労使関係の用語でいいあら
わされるようになった。ここにおける主な論点は，日本の賃労働なり，労使関係といわれ
るものが，欧米のそれに比べて特殊性をもつか，もつとすればその要因は何か，というこ
とである．しかし，その分析的視角は多岐にわたる。封建遺制論，近代化論とのからみあ
いもあり，アプローチは多元的であるo問題をとりあげる人によって概念されることや内・
容にも差違がある。立論や分析視角を異にするから，展開される理論の構成や帰結も異な
る。例えば，年功的労使関係という用語が一般に使用されており，一見自明のごとくみえ
るけれども，実際にそれほどとき明かされていない。そして，日本の労使関係の全般的な
事象にかんしての，総合的な理論的研究は，まだ確立していないのである。論議がかわさ
れはじめて十年余，われわれはなお模索をつづけているのである。
津田真激氏による近作「年功的労使関係論』は，この分野について出た最近でもっとも
精力的かつ豊富な内容の書物である。本書の目的は，「日本の伝統的労使関係である，年
功的労使関係を，その成立の構造，その変化，およびその解体の展望について，理論的な
らびに実証的に検討する」（はしがき） とあるように， 日本の労使関係の本質と構造を解
明しよう，とすることである。本書はすでにきわめて多くの注目を引いているが，この書
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をひもとく読者は，津田氏が，日本の労使関係の特殊性をどのように理解するか，これを
どのように把握し，どのような角度をもって分析しようとするかに，ひとしく関心をいだ
くであろう。
?
本書における著者の「年功的労使関係」の理論構成をたどると，つぎのようになる。
津田氏は， まず大河内氏の「出稼型労働論」に注目する。津田氏によれば， この理論
は，明治中期の女子繊維労働者にモデルを求め，その一般化から導びき出されたものであ
る。これは，男子賃労働者，とくに工場労働者が農村と無関係に工場地帯に定着している
実態と矛盾する。年功制度の理論化のためには，定着労働者を貫ぬく労使関係が説明され
ねばならない，という。
定着労働者にみられる傾向的事実を，津田氏は，氏原正治郎氏の実態調査結果から要約
する。それは， 1, 勤続年数と経験年数との相関が高い， 2,労働者の階層制が勤続年数
の序列によって編成されている， 3'労働者の階層制は年令と相関している， 4,労働者
の序列が労働者の生活の基礎である賃金の序列によって裏づけられている，ことである。
そして津田氏は，このような傾向的事実は労働力の質的規定である「熟練」の性格によっ
て成立している，という。
•そこで著者は，大ざっぱに経験年数で計測される熟練を「経験的熟練」とよぷ。明治期
における重工業大経営における労働移動は親方職工に掌握されており，技術水準の低位か
ら経験的熟練はその集団関係の背後にかくされ，主従関係としてのみ存在した。大正以降，
親方職エと企業の養成施設との癒着が，年功制度の制度としての成立の契機である。見習
工が旧来の親方職工の熟練を獲得する段階に至って経験的熟練は年功的熟練に転化した。
「農村の共同体的協同関係と，この関係を色濃く反映しつつ明治中期に形成される工場労働
者の親方一子方関係が労働者集団の形成に自律的作用を与え，その経験的熟練が年功的熟
練に転化した論理点で親子関係の擬制が基幹労働者に接木されたとみるべき」 (51ペー ジ）
である，とされる。封鎖された年功的熟練はもはや経験的熟練のもつ社会的通約性を有し
ない，企業に封鎖されると同時に，年令・扶養家族などの属人的要素がつけくわえられて
評価され，、その評価が労働者集団自体の自律的・自生的相互評価として機能しはじめる。
津田氏によれば，「このような自生的集団の形成はいかなる産業社会でも共通なもので
あって， 日本では年功的熟練を基軸として形成されたという性格をもつにすぎない」 (51
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ページ）ものである。「年功的熟練の下にあって比較的少数者が経験的熟練と同質の，な
いし，より企業内的に高度の熟練を獲得しえた。この層が労働能率を支えたのであり，こ
の熟練が労働者の私有財産となった。そしてこの熟練が労働者集団の目主的自律制を保証
したのである」 (54ペー ジ）と。
ところで津田氏がこのような年功的熟練論を展開するにあたって， 「念頭においている
のは熟練職種であって，大量生産工場の半熟練職種ではない。この熟練職種の経験的熟練
が企業内に封鎖された状態を年功的熟練とよんでいるのであり，ここに日本の熟練職種の
特異性を見出そうとしている」 (40ページ）のである。
以上は，本書の第1章，第2章から，著者の理論構成をまとめてみたのであるが，本書
の構成は4章からなり，その内容はつぎのようになっている。
第1章「年功的労使関係論の成立」では，年功的熟練の意義が強調され，第2章「年功
的労使関係の構造」では，年功的労使関係の体系的構造を明らかにしようとする。津田氏
のいわゆる年功的労使関係とは， 「学歴別身分階層構成にもとづく水平的・垂直的身分階
層構成を骨格とし，これに編成される従業員のうち，正規従業員に終身雇用制を保証する
ともに，企業内養成施設を設定して，新規学校採用者を教育・訓練し，この層を縦断的エリ
ートとして継続的昇進と保証し，年功的熟練の向上と生計費保証を基礎として，学歴別勤
続年数別基本給体系を設定して，縦断的エリートの連続的昇給を実現し，福利厚生制度を
補強の柱とし，主従•親子関係を擬制する身分的・協同的家族秩序イデオロギーを機能イ
デオロギーとするもの」（この引用は著者が結語に要約したところによる）である。 著者
は，資本主義の発展段階に即して労使関係を，共同体的，原生的，温情的，協約的の4つ
に段階づける， 「個々の国の労使関係はこの発展段階からの偏筒として説明されるもので
あり，日本の年功的労使関係は，温情的労使関係の段階に当るものである」 (95ペー ジ）。
つぎに第3章「年功的労使関係の変化と解体」は，昭和30年以降，この年功的労使関係
が全面的に解体しつつあることを論証しようとする。年功的労使関係は敗戦による日本経
済の崩壊によって弛緩の局限に達したが，朝鮮戦争による資本蓄積を根幹として昭和20年
代後半にはその再編成を完了した。しかし， 30年以降の技術革新下，年功的熟練は不要と
なり，核家族化は年功的労使関係のイデオロギー維持に深刻な動揺を与えている，と。か
くて第4章「能力主義人事管理の展開と労働組合組織の変化」において， 「その変化と解
体を推進する直接「当事者の行動の論理を解」こうとする。経営者の主体的行動は，能力
主義人事管理にあらわれる，「学歴主義が優位な下での，学歴主義と経験主義との統合が
年功主義における能力主義」 (233ページ）であったが，新しい能力主義は，経験主義と学
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歴主義を否定しこれに代えるに職務遂行能力をもってし，年功主義で統合してきた経営家
族主義イデオロギーが利益共同体主義にかわる，ここでは人員過剰が明らかになるから，
終身雇用制は能力主義の最大の障害となる，という。他方の当事者，労働組合運動には，
昭和30年代を通じて新しい変化が現われてきたことを指摘する。そして「結語」におい
て，これからの労使関係は， 「経営共同体的労使関係」と「協約的労使関係」という名称
で表現される二つの中を一つを選定することになるだろう，と展望されている。
以上，第1章から第4章結語まで本書は，起承転結の構成をなしている。
?
以下，本書を通読しての私の感想を2,3記してみたい。
年功的労使関係をその熟練形成の特質から導びき出すのは，津田氏にとどまらず， 3'
4の人の表明する立場であるが，津田氏の場合，年功的熟練が労働者群の自律的，自生的
相互評価として機能することを強調される点において特色がある。私は，労働者間の熟練
の度合いが，労働者の精神構造を支配する面があることを否定するものではないが，津田
氏が「年功的熟練の下にあって比較的少数者が経験的熟練と同質の高度の熟練を獲得しえ
た。この熟練が労働者集団の自生的自律性を保証した」 (54ページ）といわれるとき，こ
れを実証しうるか否か疑問に思うのである。年功的労使関係は労働者の自律性を媒介とし
て展開され，ここに経営の意識的管理秩序が存在しないかのごとくである。経営について
はわずかに， 「熟練獲得の程度は勤続年数で経験年数が計測されることになるが，企業内
に封鎖されるから，年功的熟練は経験的熟練より一層不明確なものとなり，ここに個別企
業の管理機能の発揮が物的根拠をもつ」 (38ペー ジ） といわれるにすぎず， 経営の管理機
能の所在，労働者集団との関係が不明確である。
前述のごとく，年功的熟練について津田氏が問題とするのは熟練職種であるが，熟練職
種とて，経営の設定する位階的従業員構成の中に位置するものである。この秩序の中にあ
って熟練職種が自律的作用を営なむというのだろうか。
年功的労使関係の生成の時期とされる明治末期・大正において，重工業大経営に設定さ
れた企業内福利施設は， その給付が当該経営の勤続年数の多寡に応ずるという特色をも
ち，個別資本への身分的隷属を必然化したものである。年功（勤続）を評価したのは経営
であり，資本の手により労働者は企業に封鎖されたのである。労働組合はきわめて微弱で
あったから，賃金は個別資本の一方的決定によるものであった。親方職工が後退したと
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き，慢性的な過剰人口の堆積を背後にひかえて，労働者はそれぞれの身命を経営に托した｀
からである。われわれは，「日本資本主義と労働問題」（隅谷三喜男他2名著）の著者とと
もに， 「日露戦争後には，経営の生産過程に対する規制の拡大にともなって，労働条件を
労働者集団内部で自律的に規制してゆくことはもはや不可能」 (160ページ）となったとみ
るのが，常識的な見解というものであろう。
津田氏は，本年1月に，「自立的な労働者集団形成の論理の視点なくしては，労働組合
の組織と運営は理解できない」（一橋論叢， 1968年， 1月半） といわれる。文意はかなら
ずしも明瞭ではないが，これが日本労働組合との関連についていわれるならば，日本的特
質たる企業別組合は，津田氏のいわゆる「年功的労使関係が弛緩の極に達した」敗戦直後
に大量的に発生したのであって，この言葉はわが国労働組合組織にあてはまらない。
津田氏が前述のごとく本書においで「このような自生的集団の形成はいかなる産業社会
においても共通のものである」といわれるのは，いかなる根拠によるものか，あるいは，
s. パールマンの ATheory of the Labor・Movement, 1928の "jobconscious" をわ
が国に擬することを考えておられるのかもしれぬが， jobconsciousは，津田氏の自律的
集団とは，全く異質の概念であろう。
ところで津田氏のいわゆる年功的労使関係は昭和20年代後半に再編成されたという。
「再編成の指標は，年功的熟練に内在していた年功に求められた。このような年功は勤続．
年数を軸とし，年令・扶養家族・勤怠・人物および新しい昇進体系としての職務序列上の
地位によってその格差が表現されるものである」 (138ページ）と。再編された年功的労使
関係がこのようなものであるとすれば，再編の主体は労働者集団の自律性でなく個別資本
の労務管理であろう。この点は，本年2月における第2回国内労使関係研究会議の津田氏
の報告論文「労働市場の変化と労使関係」により明らかである。すなわち， 「戦後の年功
的労使関係は20年代後半から 30年代前半にかけて意慾的・積極的に再建された……年功
的労使関係についてもつ意義は，それが企業経営側，より直接的には労務管理が主導する
労使関係であるという点である」（『日本労働協会雑誌』第ui号， 1968年， 6月号）と。
この論文では労働者集団の自律的作用について全くふれられていないが，圧倒的に経営の
強力であった戦前において年功的労使関係の形成に労働者の自律性なるものが作用し，ほ
とんどの大経営に労働組合運動の展開された戦後において，経営の労務管理がこれを主導
する，とするのは，倒錯した論理である，といわなければならない。津田氏自身，再編され
た年功序列賃金体系の戦前とことなる点は，「人事考課による決定幅が縮小したこと」（前
掲論文）であると，戦前における経営の強力をみとめているにおいてなおさらである。
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津田氏はその年功的熟練論の形成について，氏原正治郎氏の「京浜工業地帯調査J(昭
和29年）の理論構成と実証を，・ 「年功的労使関係＝年功制度の理論と考え，実証された要
因を年功制度の指標と考える」 (11ページ）といわれるが，氏原氏の調査は限定された時
期におけるケース・スタディであろう。氏原氏自らが， 「この報告は事例報告以上のもの
ではない」とことわっておられる。そこに設定された理論的仮説は，氏原氏によれば，暫
定的仮説である。調査研究の意義を強調される津田氏が，戦前・戦後の労使関係を貫ぬく
ものとして普通化されるについては“ さらに積極的な根拠がなければならぬと思われる
が，本書には，戦時中の事例がかかげられているにすぎない。
ところで，年功的労使関係が年功的熟練から導びかれる論理からすれば，賃金と年功的
疇の遊離はi年功的労使関係の解体を意味する。「基本給の示す賃金格差は，昭和29年
には，年功的熟練の形成過程を反映することをやめて，年令，勤続，職務上の地位などを
総合的に考慮して決める総合決定給にもとづくようになった」 (126ページ）。昭和30年代
の技術革新下， 20年代後半に再編成された年功的労使関係はつかの間に解体の道をたどる
ことになる。「昭和30年代は基本給体系の動揺とその修正で特徴づけられる」 (153ペー ジ）
ものであり，「新しく創出された管理・監督制度は，学歴別身分構成の下では，十分に機
能することができず，むしろ学歴別身分階層構成を栓桔としており，その崩壊をいっそう
促進している」（同），ここで前述のように，学歴主義•経験主義を否定する能力主義人事
管理が登場することになる， 「個々の企業間での外部採用の口が大きく開き，流動性が高
まる」 (279ペー ジ）， 日本の労使関係がアメリカ型に接近すること，経営者のイデオロギ
ーの転換が予想されている。
私は，かって十年前に，日本の終身雇用制を指摘したJ.C.アベクレンが， 1966年にふた
たびわが国代表25社の調査を行ない，「終身雇用制の基本は過去十年間なんの変化もみら
れなかった」と結論しているのを，津田氏の所論と比べて興味深く思っている。（「日本の
経営は変ったか」一雇用制度をめぐって一，『別冊中央公論」 1968年経営問題夏季号）。
変化しなかったのは，アベグレンによれば，「変化の必要がなかったからである」。日本
の経営者の思想が将来，大きく転換しないというのではないtナれども，私は大体におい
て，このアベグレンの見解に賛成である。現在，＇流行語となりつつある能力主義人事管理
とよばれるものは，目標管理と組み合わせられた新しいよそおいをもっているけれども，
従来の年功制度も，企業貢献度と人事考課によって差別的に昇給せしめるところの，いわ
ば，日本の風土における能力主義とも考えられるものであって，新しく登場した能力主義'
も同一の延長線上にあると考えられるからである。
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問題は表面的な変化でなく，何が本質的に変りつつあるかであろう。大河内氏は， 日本
の労使関係を展望して昭和34年につぎのようにいわれた。「大企業における技術革新が支
配的になるにつれて，新しい技術の線にそって横断的に一つの共通の利害が生れる素地が
できはじめている。……総じて，労使関係におけるこれまでの特殊日本的な慣行や給与の
原則が崩れはじめると，それとともに，また『企業別組合」もその足場を奪われてゆくこ
とになるだろう」（『日本労働協会雑』1959年， 第1号）と。大河内氏の予想にもかかわら
ず，企業別労働組合は，今日なお牢固たる存在を示している。十余年前，大河内氏が， 『出
稼型労働論』一一日本賃労働の特質ーーをとうたとき，問題とされたのが，労働組合の日
本型ーー企業別組合一ーであったのだし，大河内氏の出稼型労働の解体は企業別組合の崩
壊を意味したのだが， 日本の労使関係を貫ぬくものは，出稼型労働と別箇のものであった
のである。津田氏の年功的熟練が崩壊すれば，津田氏のいわゆる年功的労使関係もまた解
体の道をたどるであろう。しかし，われわれは今日，労使関係において伝統的に一貫した
ものをもっている。私は，日本の労使関係の問題を，あらためて企業別組合の視点にひき
もどして出発させる必要があるのではないか，と考えている。
?
以上は，筆者が津田氏と見解を異にすることによるものであり，本書を私と異なる読み
方をする人も多いと思う。ともあれ，本書は，日本労使関係に総合的に取り組んだものと
して近来の力作である。多くの文献が駆使されており，不勉強の私は教えられるところが
多かった。また，松下電産・三洋電機の賃金体系が詳しく紹介され， あるいは，藤田若
雄，間宏，矢島悦太郎氏らの見解が手際よくまとめられているなど，研究者にとって便利
である。これらの諸氏に対する津田氏の見解が明らかにされていたら，さらに本書の価値
を高めただろう。
ともあれ，本書は，われわれに，日本の労使関係全般を理論的に解明することの困難さ
をあらためて感じさせるのであるが，これは， 1つには，労使関係の用語にさまざまの概
念が混在していることによるであろう。津田氏が，本書において，原生的労資関係以前
に，共同体的労使関係が存在するといわれるときの労使関係は，賃労働関係以前の，使う
ものと使われるものとの関係ということであろうか。「松下電器の仕事別賃金は労使関係
で決定された点で質的な相違をもっている」 (214ページ）といわれるときの労使関係は，
明らかに，経営と労働組合との関係である。また本書では，原生的労資関係と原生的労使
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関係，温情的労資関係と温情的労使関係の用語が，混同して使用されている。津田氏は，
以前の著書において，労資関係と労使関係を区別して使っておられたと記憶するが，この
2つの語を用いるならば，区別するのが当然である。著者はまず自己の労使関係の概念を
明らかにすべきであった。著者の労使関係において，賃労働関係は捨象されているのであ
ろうか。この点が明らかでないと，戦後の年功的労使関係を労務管理が主導するといわれ
ても，そのゆえんを理解することはできないであろう。
（ミネルヴァ社， 1968年1月， 286ペー ジ， 1,'200円）
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